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論 文
ドイツ機械工業の労働組織とバーデン・
ヴユルテンベルク地域経済論＊
－ドイツ労使関係の変容要件(3)一
忠大 塚
要 約
最初の章は，ゲッチンゲン大学の工作機械工業調査の概略を紹介したものである。システムレギュレー
ターの生成の状況がCNC工作機や外注作業との関連で描かれる。しかし,それとグループ労働の展開はこ
こでは切り離され，前回自動車で見たような関係が維持されてない。その点とグループ労働が進まないわ
けを次に見た。機械工業を捉える視点に問題がありそうだ。そこで92年からの不況でドイツ機械工業がか
ってない苦境に陥った状況と，その克服策をめぐる論争を，バーデン・ヴュルテンベルク地域経済論をめ
ぐる論争として整理してみた。するとゲッチンゲン学派の「新生産コンセプト」が「構造革新的グループ
労働」に発展解消していったことばかりでなく，ゲッチンゲン学派が修正は必要だとしつつも基本的に前
提とするドイツ生産モデル自体に批判が出ていることがわかった。90年代中ごろからの「テーラーシステ
ムへの復帰」が当面のドイツ機械工業のとった方向であった。
キーワード：テーラーシステム，フォードシステム，システムレギュレーター，グループ労働,多能工，
地域経済， フレキシブル専門化，分権化
分類番号:05-20,07-33,09-13,50,10-40,71,73,15-13,14,33
第一章工作機械工業の労働組織
第一節合理化の概要
ゲッチンゲン大学社会調査研究所(SOFI)のシューマンたちによる大規模な調査は自動車工場ば
かりでなく，工作機械工業や化学工業の事業所に関しても行われているのであるが，前稿ではドイ
ツ的生産システムとグループ労働の実態が見たかったため調査報告書にそって自動車工場調査の内
容を詳しく紹介してきた。90年代初頭の一連の調査の中で，化学工業調査ははあまり詳しくなく，
工作機械工業は調査時点ではグループ労働はほとんど展開されてなかったからである。ただ「ドイ
ツ生産モデル」と密接に関連する労働の高度化，多能化， 自律性の進展などは，自動車工場のケー
スと同じく調査テーマとなっているので，詳細な調査の行われた機械工業については調査結果の概
要を紹介しておくことにしたい｡訪問調査は10工場で行われ,機械加工部門のCNC機の入っている
ところ，組立部門の機械・装置の立ち上げ作業のところに焦点を合わせている。 5時間から16時間
かけて13個所の現場調査をやっている。これに先立ち，59事業所にアンケートと電話連絡によって，
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事業所のタイプと労働構造に関するデータを集め， 17事業所から回答をえている。
調査の目的は，ケルン･シユーマンの『分業の終焉』ではまだ十分でなかった,CNC工作機の導
入とその労働構造や生産組織への影響を調べ，当時予想された労働の再プロフェッショナル化，す
なわち分業の進展ではなく機能統合が起こっているか，責任や自律性が増大しているかを検証する
ことであった。ケルン・シユーマンの「新しい生産の概念」をめぐっては，すでに(1)でも述べたよ
うに， 80年代に大きな論争があり，反対の傾向，すなわち旧来の作業所の協力的な労働関係が，こ
の間のCIMを中心にした合理化で変わり，マネージメント側の計画や生産プロセスの把握とコン
トロールが進んでいると指摘する研究者が多かった。 ミュンヘンISFのヒルシュークラインゼン
は， 80年代後半の機械工業調査で，合理化の方向が機能的にも専門的にも分業から離脱しようとし
ており，技能と知識の向上に努めている工場は全体の5分の1にすぎず，5分の2は伝統的な計画
と実行の分離を維持している事業所，あとののこりは合理化技術は導入しても分業自体は変わって
ないことを指摘した[Hirsch-Kreinsenu.a.,1990,17,88]。それゆえ，結論として，全体としてテ
ーラー原則は相変わらず支配的であり，長期的に見れば，専門工はステータスを下げ， ますます狭
い専門に閉じ込められると反論していた。ベルリンWZIのゼルツとヒルデブラント[SelzR./
HildebrandtE.,1989,29,42,302f.]も，調査報告の力点こそPPS(計画と制御技術）やBDE(工場
データ集計システム）の導入にあったが，それらの導入で中央コントロールの強化が行われること
を強調し，作業場のオートノミーの減退や労働者の経験知の排除を描いて，ケルン・シューマンの
分権化論とは反対の結論を出していた。技能の減退と労働の負荷を強調する議論もあった。要する
に, 80年代の工作機械工業の合理化には生産概念を変えて自律や分権化を促進したものはなく，支
配の強化や労働者ステータスの削減につながるような合理化が強調されたのである[Schumannu.
a.,1994a,383f]・
シューマンたちは，上記のような経営による支配の強化や専門工技能の侵蝕を論ずる前に，合理
化概念が，工程組織や加工方法に関する知識の機械への移行を引き起こしているかどうか，つまり
客観化（＝科学化） と結びついているかどうか，伝統的な専門工のこれらに関する知識がすたれて
しまっているのかどうか，を詳しく見ることを調査のさしあたりの重要な課題とした。そのような
視点からの調査結果は，ゆっくりとではあるが， またかなり場当たり的でインフォーマルにではあ
るが合理化コンセプトや合理化処置の変化が明らかに生じていることをつかんでいた。機械加工部
門では，伝統的な専門工の技能ではなくなったが,別の新たな知識や技能が付け加わったばかりか，
オートノミーを兼ね備えた労働が展開されていることが，特にCNC工作機の導入された工場で明
らかになった。専門工の多い工作機械工業で，直接的生産過程に調査を限定し，その分野を機械加
工，組み立て，顧客サービスの3分野に分類し， とりわけ機械加工部門に注目したことがそのよう
な結論を導き出したのである。また合理化投資の動向を見る際に，主として日本の工作機械工業と
の競争に曝されている標準品の製造業者「プログラム生産者」と， ドイツに伝統的な注文生産方式
で顧客の要望にこたえる「個別生産者」を分け，それぞれ違った理由から80年代末にかけて合理化
58
ドイツ機械工業の労働組織とバーデン・ヴュルテンベルク地域経済論（大塚） l23
投資が行われ， それぞれの合理化概念が発達したことを明らかにした[Ibid.,385f]。「プログラム生
産者｣は80年代末までにCNC機の価格下落や工作機械のレーザー化や精密化に対応し，日本と同じ
ように，標準品で多品種化･複雑化を実現しなければならなくなった。「個別生産者」は自動車工業
や機械工業での同時的エンジニアーリングの展開で，製品開発や工程設計でフレキシブルな顧客サ
ービスを行わざるを得なくなってきた[405f]。このような背景から実施された合理化は，そのコン
セプトを大きく変えることになった。それらのうち基本的なものを拾い出せば以下のような変化が
見られた。まずCIM化にちなんだ全体的な合理化で注目すべきことは,80年代中頃から，主に機械
加工部門に導入されたPPS(計画と制御技術）が，標準品生産者のところで顧客の需要制御と機械
加工部品の生産量を連動させるためや在庫管理のために使われて，そのコンセプトが変わり，プロ
グラミングの現場が事務所から作業場に移ったことである[412f.]。そのためこれら情報の制御は分
権的な方法で行われるようになった， ということが大きな変化であった。
直接生産部門では，組立工程はほとんど合理化は展開されず，機械加工に集中するのであるが，
CNC機が「個別生産者」の場合はおおむね単体で，「プログラム生産者」の場合はマシニングセン
ターやFFS(自動加工システム）として導入されており，やはり現場で，プログラムの最適化が行
われているということが注目の的である。ただ， 「個別生産者｣の場合は，マネージメントサイドの
多能工化による機能統合の意図はあっても，技術の複雑さや注文生産にちなむ空間的時間的な技術
制約でこの現場でのプログラム機能の統合は，品質管理とともに全体としてはまだうまくいってな
い， というのが実状であった。大型で複雑な部品加工では，これら作業の分割は避けられなかった。
したがって，機能統合が見られるのは， 「プログラム生産者｣のところで， ここでは，企業規模を問
わず,工程の監視や制御，品質管理やプログラムの最適化が専門工に委譲されるようになっており，
その限りでシステムレギュレーターの多数の存在が認められている[427ff.]。機能統合によるマシ
ンオペレーターの責任や自律性は明らかに高まってきているのである。ただし，調査時点では，多
能工化に関連したグループ労働，つまり技能や技術の向上を目的として職務のローテーションをや
っているようなグループは形成されてない。総じて機能統合に分野間の協力があるかというと， こ
の点は消極的で，以上のような動きは必要に応じて専門工利用を高める措置として経営によって行
われたものであった[Ibid.,431]・
組立工程は専門工の砦であって， ここには構造変化に該当するような技術的な合理化は起こって
ないが，製品が水圧や電子やソフトウエアー関連の部品を備え， しかも機械の立ち上げなどに顧客
依存が強まってきていてこの面での変化はあった。立ち上げは内容的にも時間的にもかなり複雑で
事前にそれらを計算することは不可能であった。全体的に機械の組み立て・顧客サービスは，素材
の複雑性や専門性，顧客との距離などを基準に工程や労働組織が編成され，多様なものは組立工程
の最後に移されたし， またいたるところで電気と機械的な組み立てが別途に行われていた。立ち上
げの場面は，それ自体別個の機能分野となって，外注調整作業と一緒に組み立て工程の末端に位置
づけられた。それら作業に必要な技能は殊のほか高度になっていて労働市場では得難くなっていた
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ばかりか，立ち上げや外注調整にちなんだ「統合欠陥」でかかる費用はかなり大きかった。それゆ
え， この費用削減のため顧客サービスに近い分野で，新たに労働組織上の合理化措置が行われるよ
うになってきていた。経営によって二つの対策が取られていた。まず第一は専門分野の強制統合が
行われたことである。電気と機械のそれぞれの立ち上げ担当専門工のグループ化が行われたり，あ
るいは，二重の専門技能をもつ専門工か技師がリクルートされた。強制統合のケースとしては後者
のほうが多かったようである。第二には，必要に迫られて，事業所内の継続訓練措置や第一次職業
訓練で「統合欠陥」の除去が行われた。 ドイツの公的職業訓練が機械工業のいくつかの事業所では
最初から電気と機械の双方に通じるような内容で行われたのである。このような労働組織の合理化
が，組み立てと顧客サービスの分野で新たに起こった現象であった。
第二節システムレギュレーターの形成と労使関係
以上のようなCNC機の増加と顧客関係の強化で調査対象工場の従業員構成は変化し，まず設計
や販売部門の職員の割合が, 1980年のそれぞれ10.4%,5.8%から,1991年の11.8%,8.5%と増え
ていた。生産では間接部門従業者が減っていて，品質管理では80年の2.6％が90年の2.3%'､,工具
製造と保全部門では, 3.0%が1.9%'､,「その他｣に含まれたマイスターとか班長，工程準備や計画
の従業者が12.5％から11.9％へと減っていた。83年を除けば80年代全体として，工作機械工業の従
業員数に大きな変動はなかったのだが，従業員構成上の変化は明らかに生じていた。 とりわけ，機
能統合によって「その他」の項目に入ってくる従業員が「プログラム生産者」の場合では多く， 91
年の比率は実に17.4％に上っていた。直接生産者では，中企業以上大企業にはっきりとした傾向と
して，機械加工部門の労働者が減り，逆に組立部門の労働者の割合が増えていた。とりわけ注目す
べきは， 「プログラム生産者｣の電気組み立て労働者と顧客サービス労働者の割合で， 1983年のそれ
ぞれ12％，12％だったのが90年には16％と20%に増えていた｡
システムレギュレーターの存在は，工作機械工業全体としては10％だが，「プログラム生産者｣で
は12％，「個別生産者」では10％で，小企業でも7％ほどの割合を占めている。他方，組み立て･顧
客サービスへの重心移行で，生産活動につく手労働者が多く，91年でその割合は66％，それぞれ｢プ
ログラム生産者｣では72％，「個別生産者｣では65％となっていた。労働はオートメーション関連と，
生産活動に二極分化している。そして継続訓練で技能と技術を上げた労働者が全体で33％いる
［445]・直接生産者の就労状況を機械加工と組み立てに分けて見てみると，機械加工では,CNC機
と自動化の一定の進展で，システムレギュレーターが全体で27％，「プログラム生産者｣で39％を占
めるようになっていた。システムレギュレーターは49％が継続訓練で高度専門工になっている。他
方システムレギュレーターのような監視や一部保全作業を含まない専門工が，旧来型の機械・装置
担当として73％も存在する。機械加工では手労働は全体では9％と少なく，手労働従事者で高熟練
工は18％いるが，これらは機械の外装を担当したり，特別な方法を担当する金属手工業者で，あと
の3分の2は半熟練工が占めている[451f.]・組立部門はほとんど技術的合理化はなかったので，シ
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ステムレギュレーターの存在は確認されないが，既に見た労働組織の合理化で，電気組み立て作業
が入り，半熟練工の就労が特に「プログラム生産者」のところで目立っている。全体としては，専
門工が90％近くを占め，そのうち半分近くは継続訓練を受けて高度化している。継続訓練を受けた
専門工の割合は， 「個別生産者」のほうが多く，直接生産者の46％を占めるのに対し，「プログラム
生産者」では31％となっている。半熟練工を含めて，技能や技術の水準は「個別生産者」のほうが
高くなっている， と理解される[Ibid.,454f.]・
合理化の内容と就労状況の分析の後は，機械加工に関してはシステムレギュレーターの，組み立
て・顧客サービスに関しては，立ち上げや外注調整での複雑でハイブリッドな作業の詳しい説明が
行われている。労働に関する自律性や多能性，高度化や負荷が増えたのか減ったのかが主たる検討
の課題である。つまり 「新生産概念」をめぐる論争点がここでも細部にわたって検討されているの
であるが，結論的な部分のみを紹介することにする。つまり，工作機械工業の加工部門のシステム
レギュレーターは，プログラム最適化や監視・機械制御の機能を果たし， さらに段取りや切削，品
質保証と簡単な修理・保全機能といった多面的な業務をを果たすのであるが， とりわけプログラム
の最適化作業は，それが抽象能力や技術者とのコミュニケーション能力ばかりでなく，豊かな実地
経験や工程理解を必要にしている， ということが強調されている。こうしてシステムレギュレータ
ーの精神的負荷は過度的現象として増えたが，作業の自律性や高度化，多能化は増加したというの
が結論である[460f.,468]・組み立て･顧客サービス分野では，顧客との関係強化が作業の多能化や
高度化の原因である。組み立て保証が行われるようになり，立ち上げ時のプログラムのファインチ
ューニングに生産能力の高低の度合いが依存するようになってきた。もっとも必要な知識は，メカ
ニックな水圧・空圧だけではなく，電子制御も含むそれら中間の知識であった。現場はそれら知識
の幅や深さにおいて， また経験や理論の適応において様々な者からなっており, したがって欠陥除
去やファインチューニングを伴う過程は複雑で，個別性を免れなかった。つまり作業には客観的な
能率基準は当てはめられず，労働内容には常にかなりの余裕があった。そしてこのような作業に伴
う納期のずれに責任を負うべく，現場には販売や設計そして顧客との間で交渉をする｢社会的能力」
が必要とされていた。そしてそのような作業に従事さすべく，事業所内継続訓練や，外部教育への
援助ｶﾐおこなわれハイブリッドな熟練工が育成されたのであるが，外部労働市場からは，新規の工
業電気工職を除けば入職可能性は狭く，仕上げ職と電気職の両方をこなす技師や,CNC機で追加技
能を持つ仕上げ工ではこれら特殊専門工職に就く可能性はすぐなかったのである[Ibid.,496f.]･シュ
ーマンたちはこのような新しいタイプの労働者のキャリアーを職員層への昇進の道と展望するので
あるが，いずれにせよこのような労働者たちが自律性や高度な多能性を持っている， ということは
言うまでもないだろう。
以上のように， ドイツの工作機械工業では， 80年代の技術的，組織的な合理化に対応して現場に
新しい，自律的で高度な熟練工を生み出していた。彼らはいわゆる合理化の勝者として，作業内容
や能率にかなりのオートノミーを発揮していた。したがって， 自動車産業のように，職務編成や，
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標準時間にそしてまた賃金設定に経営協議会が利益代表として経営との交渉に入るということはこ
こではなかった。また合理化に反対することは，それ自体が合理化の敗者である，高齢者や不熟練
工の利益を部分的に代表することを意味した。事実， シューマン達の調査は経営協議会が部分的な
利益代表をして，合理化をブロックしているケースがあることを伝えているが，そのようなことが
できるのは希であった。それよりも，協議会が潜在的には集団的な利益代表をしうる領域は人材開
発であった。CNC機の担当資格から外れた専門工の中で人材開発機会の少ないことへの不満が多
かったからである。ところが,事業所側は大量の従業員の能力開発には関心はなく，またCNC機の
訓練には自主的な能力開発は無理でプログラマーの協力が不可欠であった。それゆえ，人材開発に
は経営に対する協議会の強力な働きかけが必要であった。ところが現場からの協議会への積極的な
働きかけは弱かった。CNC機専門工が製品や生産の開発に参加することに積極的なのとは反対に，
残余の専門工はそれらに無関心であり， しかも職業上の展望はあいまいで，明確な考えも無しに経
営協議会や組合の利益代表を当てにしている， という状況であった。他方組立工の場合は， シュー
マンたちの調査ではほとんど苦情は出てなかった。継続訓練の不足についての不満や製品開発への
参加要求はあった。組み立てや立ち上げでは，納期を守るために超過勤務への強制が頻繁にあり，
労働負荷は増えていたが， これは特に外注作業の場合は当然背負い込むべき負担とされ，苦情の対
象ではなかった。したがってここでも強力な利益代表化の動きは難しかった。総じて経営協議会の
扱う問題は，職務設計などのような新たに起こっている合理化との関連よりも，旧来からの合理化
保護（配転などでの賃金保証）にとどまることが多かったである[500ff.]。こうして，工作機械工
業では総じて労使関係の変化への圧力はあまり強くなかった。それゆえ， 92年から93年にかけて生
じた鋭い景気後退を契機にして， より一層弱体化していく経営協議会からドイツエ作機械工業の構
造変化に向けたイニシアチブが出てくるということはなかった。経営組織の構造変化は自動車の場
合とは異なって， もっぱら経営主導で行われ，多少とも経営協議会がその変化に参加するのは従業
員50人以下の小企業に限られたのである[U.Widmaier,1998,99]。
第二章ドイツ機械工業の不況とバーデン・ヴュルテンベルク
92年から3年にかけての鋭い景気後退とその後の回復の遅れは，戦後のドイツの機械工業におい
ては初めての経験であった。輸出依存度の高いドイツ機械工業の製品輸出は， 92年から95年までそ
れぞれ，前年比で92年-1.6％，93年-6.0％,94年7.7％，95年7.6％となっており，91年を100とした
生産指数は，それぞれ93.8,82.8,83.6,86.3となっていて，95年には回復の兆しが見えはするものの
その足取りは80年代の勢いはなかった[Sachverstandigenrat..,1997/98,65,426]。別の統計では，
自動車工業を含む機械工業の機械の稼働率は92年には75.3％，93年には74.4％と下がって，94年，
95年には回復するが79.1%,80%と足取りは重い｡人の充用率は機械ほど変動は激しくないが，それ
でも， 92年から87.9%,86.8%,90.8%,92.2%と推移している。92年から94年までで,8%の雇用削
減があり，平均従業員数でみた企業規模は， 92年の186人が96年の151人に縮小している。企業規模
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の急激な縮小は95年に起こっている。ピッドマイヤーによれば，生産の回復が見られても，利潤や
雇用の回復については，期待は小さく，特に自動車工業と違って機械工業はスリム化に成功してな
いために雇用の回復が見れない状態にある [U.Widmaier,ibid.,93]｡93年の不況下にドイツ機械
工業の中･大規模企業(50人から200人超)でグループ労働の急増[大塚,1998,5,U.Widmaier,97]
があり， ドイツの機械工業の事業所の60％に広まる勢いが見れたのは，急場の競争力の回復をリー
ン生産によって達成しようとドイツ機械工業が試みたためであった。
既に述べたように，シューマンたちゲッチンゲン学派の予想と主張は違った。CNC機の導入にち
なんで確認されたシステムレギュレーターの存在と，外注組立作業における高度多能工の出現は，
機能的な分業の進んでいないドイツの工作機械工業では，自動車工場以上に，半自律的グループ労
働展開の可能性は高いとみられていた。ビッドマイヤーたちルール大学のプロジェクトも，ユニー
クな製品を小ロットで作っているドイツの機械工業は，作業場内の分業が少なく，そこに半自律的
労働グループの形成で専門工がプログラミングや予防保全や，仕上げの微調整を統合する可能性は
高い， と予想していた。 ところが，ピッドマイヤーの調査では，シューマンの想定するような「構
造革新的なグループ労働」は導入事業所の一割にも達していなかった[U.Widmaier,ibid.,97]・む
しろグループの自律性を制限するような中央の生産コントロールが一般的であったのである。その
原因は機械工業に特徴的な，顧客に依存した特殊な生産の割合がきわめて高いために，一定の決ま
った作業グループによって人や資材の効率的な利用が行われ， しかも長期に継続して加工されるよ
うな部品の集合が特定され得ないことが多い， ということにあった。この点，部品レベルの標準化，
規格化が達成されている自動車では，標準品の多品種化があっても流れ生産やグループ労働で生産
を制御することは可能であった。 ところが， ドイツの機械工業のような中小の事業所が多く顧客の
特殊な注文に応ずる産業では，生産の要求に連続性がないので， 自律的な生産で機械の効率的な利
用をはかろうとして，潜在的な生産能力を引き出すためにグループ労働を実施すると，作業が連続
的でないために人的，物的資源のてまちが起こってしまい，結局不効率になってしまう。その上，
部品集合の完成加工が減少すると，中央の調整の度合いや作業集団の自律の制限が上がってしまっ
た。加工の完成度が低ければ，分権的な生産制御の基準が明確でなくなり，そのために，予測不可
能な人材や機械の稼動の変化がリードタイムの延長に至らないように，中央ｶﾇ時間的な余裕や機械
の配置に計画を立てるようになるからである。こうして，ビットマイヤーは， 「分権的な意思決定の
チャンスが開かれるためには，生産過程の高い水準の標準化を基礎にしてグループの中に，あるい
は製造島のなかに分権的な生産制御をするための基準が作られねばならないのである」と，論じて
いる[U.Widmaier,98]・自動車では可能でも，さまざまに異なる製品の生産工程から成り立つ機
械工業ではこのような基準自体が成立せず，半自律的グループ労働では効率性の保障がなかったの
である。 「構造革新的」ではなく， 「構造保守的」なチーム労働が無駄の排除を意味する「リーン生
産」の標語をもって広がるのは， ドイツ機械工業の現状では避けられなかった， ということであろ
う。そしてこのことはあとでみるように，自動車工業にも妥当したのであった。
63
'28 関西大学『経済論集j第50巻第2号(2000年9月）
すでにゲッチンゲン調査でもわかっていた問題があった。世界市場でのドイツ製品の競争力の減
退である。システムレギュレーターが多い｢プログラム生産者｣のばあいには，80年代のCNC機へ
の転換には成功し，生産量を増やしてはきたが, 1990年にはいってからすでにかなりの販売の減退
に陥っていたばかりか， 92年の不況で急激な営業利益の喪失にあっていた。ドイツの量産品の工作
機はアメリカ市場では日本の工作機によって締め出され，需要が拡大する東アジアには販売の拠点
を持っていなかった。市場シェアーが狭くなり，量産品市場での厳しい価格競争にあったばかりで
なく，新製品＝「複雑な標準機」の開発にも遅れ，工作機械の先端製品でドイツが競争力を維持す
ることはもはや難しかった。量産品以外のニッチな分野で消費者の高度で多様な要求に答えて，先
端技術を取り入れた手作りの高級品を作り，サービスを提供する方向がドイツの機械工業に当面残
された方向であったのである [M.Schumannu.a.,1994a,405ff.]。ところがこの分野でもドイツ機
械工業が苦戦を強いられていることが明らかになった。 ドイツ機械工業のもっとも高度な生産集積
地域であり，供給サイドに対して高度に社会的規制を及ぼしつつ高級品をクラフト的に生産する，
ピオリ・セーベルによって新しい生産システムである「フレキシブルな専門化」の代表格とされ，
ドイツ的生産モデルの典型とされたバーデン・ヴュルテンベルク地域の苦境である。
92年から93年の急速な景気の後退は，ドイツ機械工業，電気工業の中心地域であるバーデン・ヴ
ュルテンベルク地方をもっとも激しく襲っている。1993年の粗国内総生産物は前年度比-2,8％であ
り，西ドイツ全体の-1,9％をはるかに上回った。また経済が回復を示した94年にその成長率は2,2％
で西ドイツ各邦の中位置を示し， ライン･プファルツ（3,4％)，バイエルン（3％)，ヘッセンやブ
レーメン（2,8％）を下回った。ブラチクによれば，苦境の原因は，この地域の経済が，強く製造業
に依存しているからであり， とりわけ機械工業，電気・電子工業，自動車工業に依存しているから
であった。 1993年に自動車は，15,9％，機械は13,2％，電気･電子は6,5％とその生産を減らしてい
て，加工産業の邦平均11,4％の下落を下回ったのは，電気・電子工業のみであった。バーデン・ヴ
ュルテンベルクの輸出は1992年に28,7％で西ドイツの平均をわずか上回っている。輸出先はほとん
どがヨーロッパで，それにアメリカ合衆国と日本が加わり，南アメリカとアジアはほんの少しであ
る。外国からの需要の減退は特に加工産業で強く， 92年には前年比6,6％，93年には6％に上った。
生産の減退の雇用への影響は著しかった。 1970年から91年まで，バーデン・ヴュルテンベルク地域
は西ドイツの雇用の増加率8,3％をはるかに上回り，24,1％の雇用の増加を達成していた。しかし92
年から雇用は下がり始め， 94年にはピークに達して，加工産業では合計25万人の雇用が削減された
のである。失業率は90年の4,4％から92年末には7,1％に上り，西ドイツ平均の6,7から8,1％への増
加よりも高い増加率を示していた。長期失業者の割合は92年9月の19％から94年10月の25%へと増
加していた[H.J・Braczykua.,1996,27ff.]・
バーデン･ヴュルテンベルクの将来構想委員会は， 93年末の報告書で次のように書いていた。「91
年末，西ドイツの経済と同様バーデン・ヴュルテンベルクの経済は歴史上最も厳しい恐慌につき当
たった。ほぼ10年間の間断のない成長の後で，景気の後退は当初はむしろ正常なものと思われた。
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しかし今回明らかなことは，循環的な景気後退だけの問題ではない， ということである。恐慌は70
年代の中頃から，急速にかつ根本的に変わっている世界経済に対してあまりにゆっくりと適応して
きたバーデン・ヴュルテンベルクとドイツ経済の弱みをさらけ出しているのである。景気後退は同
時に構造危機なのである」 [zit.,U.Jiirgens,F.Naschold,1994,240]と。以後ドイツではドイツの
経済的な立地条件を巡って今日まで論争が続くのであるが，構造危機を巡っては将来構想委員会の
中で対立があった。多数派が，労務費や税，社会保障費，その他調整費用の負担を指摘したのに対
して，少数派は，国際比較からみて70年代中頃からドイツの民間と公共部門の生産性とイノベーシ
ョンに積み重なる不足があったことを構造危機の原因としていた。後者の立場に立つH.Jブラチク
（バーデン・ヴュルテンベルク技術査定アカデミー理事）たちは， 92年から94年まで「リーン生産
の作業サークル」プロジェクトをたち上げて，バーデン・ヴュルテンベルクの産業調査を行い，構
造危機がバーデン・ヴュルテンベルク産業の長期的な構造欠陥の結果だという主張を裏付ける報告
をおこなった。結論的に言えばこの地の産業がとることを余儀なくされている方向は， これまで多
様に変種を生み出しながら維持されてきたフォード主義的な生産システムでなく， リーンな生産シ
ステムだ， ということである。生産性やイノベーションの減退を生み出したのは，バーデン・ヴュ
ルテンベルク地方の産業に強固に維持されるフォード主義的な生産のゆえであり，そこからの脱出
の遅れであった。つまり，バーデン・ヴュルテンベルク地方は， ピオリ・セーベルの言う， クラフ
ト的な生産の伝統を維持し， フレキシブルな専門化への転換をいち早く実現した典型的な大量生産
体制からの離脱のケースではなかった， というのである。ブラチクたちの報告は,C.セーベルやG、
B､ヘリゲルの「フレキシブルな専門化」を基本軸にした「地域経済論」が典型事例としてあげるバ
ーデン・ヴュルテンベルク地方の先進性という把握を批判し，そのような位置づけが多くの誤解を
与えるもの， として退けているのである。
第三章セーベル，ヘリゲルのバーデン・ヴュルテンベルク地域経済論
事実， 「ドイツ生産モデル｣の主唱者たちは，すでに紹介したようにセーベルもシュトレークもそ
うなのだが，バーデン・ヴュルテンベルク地方を労働組合と地方政府の社会的規制の利いた，高度
なクラフト的な技術水準によって高い競争力をもち， フレキシブルに多品種少量生産を行う産業集
積地として描き，フレキシブル専門化のモデルの典型例としていた')｡W.シュトレークは80年代末に
ドイツ自動車工業の市場対策の成功を，大衆車から多品種で品質重視のフレキシブルな専門化を伴
う上位車種への移行(VWゴルフ）や高級車スペシャリスト企業（ベンツ,BMW)によるリーダー
シップの発揮に求めていた。それら自動車産業の大企業は，伝統的な専業化や技術的完全主義を貫
き，それゆえに高い内製化率や長い製品開発期間を特徴としていた。またサプライヤーとの品質や
開発での密接な協力も伝統的で， とりわけ南ドイツの自動車関連企業は，特殊な部品供給において
1）大塚忠， 「ドイツ的生産モデルとグループ労働」 （関西大学『経済論集』第49巻3号所収)，第一節参照。
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小手工業のローカルなネットワークに広く依存していた。ダイムラー・ベンツに多くを依存する地
域経済であるバーデン・ヴュルテンベルクでは，西ドイツの他の地方より失業が少ないのは，アッ
センブラーとサプライヤーのこのような関係があるからである。こうしてシュトレークは, IGメ
タルの横断賃率の形成や， フレキシブル専門化への協力が生産性向上に役立ったこと，経営協議会
の雇用の安定や継続訓練への要求が技術変化への柔軟な対応を可能にしたこと，企業経営への参加
が長期投資計画を策定させていることなどを加えながら， ドイツ自動車産業の明るい展望を描いた
のである [W.Streek,1989,114f.,121f.]。
他方,C.セーベルはほぼ同じ頃，「フレキシブル専門化と地域経済の再生｣を論じている｡70年代
後半から，規模の経済を追求したマスプロダクションとネオコーポラテイズムやケインズ的なマク
ロ政策の追求の時代は去り，国際競争の激化から企業は変化の激しい市場に応じて生産の急激な変
化に対処できるフレキシブルな組織化の試みを始めた。ここから次の5つの新たな発展がでてきて
いる， というのである。まづ第一は，成功著しい地域経済の出現である。第二は，大多国籍企業の
再編である。第三が，大一小企業構造の収赦である。大企業の組織の再編が， フレキシブルな専門
化という経済の中で専門化した部署間の協力関係を企業間で作り上げる方向で行われていて， これ
がフレキシブルな小企業との間に新たな長期請け負い関係を作り出している， という。第四は，地
域が福祉の配分機関から，仕事の創出機関へとゆっくり転換していて一つの経済単位となっている
ことである。そして第五は， これら以上の4つの発展が，浸透している状況証拠がある， ことであ
る。中小企業による地域経済の活性化，研究・技術やマーケッティングなどでの協力による大企業
と小企業との境界の暖昧化などがこれらの新しい発展を促した，というから,「フレキシブル専門化」
がこれらの発展を生み出す基礎認識となっていることは言うまでもない。最初の発展する地域経済
の出現は論理を支える事実的な裏付けであり，重要である。価格の下落に対抗し，半注文品の生産
で知られる地域経済の典型例として，アメリカのシリコンバレーや北部イタリアの都市， フランス
のリヨンなどと並んで，バーデン・ヴュルテンベルクは成功著しい繊維，衣料，繊維機械，工作機
械， 自動車部品の産業地域に挙げられている。又コンピューター支援の設備をドイツでもっとも早
く大量に作った地域の一つでもある。協力関係は縦横に発達している。業界団体の専業化指導や，
カルテルが事業所をして関連製品への依存を強め，関連事業所との情報交換を促進させているばか
りでなく，職業学校や，研究所，市場調査機関に対して支援するよう促している。バーデン・ヴユ
ルテンベルクにはすでにすばらしい技術相談サービスがあり，高度な職業学校，専門学校，高等専
門学校があって，高等専門学校は，工科大学並みの研究・教育をしている。キリスト教民主同盟の
政府が上からの産業政策を試みたとき， この地方は，産業家も地方銀行も，官僚たちもこの再編を
地域の分権的な意思決定への脅威として阻止していた。ヘリゲルとの現地調査で，セーベルはイン
タビューした工作機械の工場主達は自律性を強調していたが，その工場主達が地方共同金庫の理事
として会議に列席し，お互いにローンを認め，ジョイント企業の株主として協力していたし， また
専業化している事業所が相互に新しい生産技術を教え合うような関係を，苦境のときにも求め，見
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つけていることがわかった， としている。そしてバーデン・ヴュルテンベルク地方には，経営者と
労働者の間のインフォーマルな「社会的同盟」があり，それゆえ新たな技術の使用は熟練労働者の
管理のためではなく， この同盟の中に埋め込まれている限りにおいて行われていたのである。こう
してセーベルは， 19世紀の職人の自律を脅かすような私的所有を制限する職人社会を想定しつつ，
ここには「フレキシブルに専門化された地域社会｣がある， というのである[C.F.,Sabel,1989,18f.,
25ff.]・
多国籍企業化していく大企業についても， フレキシブルな専門化の論理が貫いている， という。
需要に瞬時に応ずる生産システムが，計画と生産の区別を暖昧にし，戦略的意思決定以外の決定権
をすべてオペレーテイング単位に委譲させ，かくて職員層は消滅し，オペレーテイング単位は， 自
律的な中小企業と同じようになって，訓練によって多能化した労働者，監督者の協力関係や協調的
労使関係を背景に，サイマルエンジニアーリングや，デザイン・インが展開されていく。自律的な
オペレーテイング単位は他のオペレーテイング単位と協力するばかりか，企業外の中小企業と開発
や納期で協力し,長期契約関係にあるサプライヤー達の地域ネットワークの中に埋め込まれていく。
そしてこのような変化の累積の結果が，大企業と小企業の収數につながる， というのである。日本
のフレキシブル大量生産方式は，アメリカ企業の追随するところとなっているが，オペレーティン
グ単位の自律を認めず，構想と実行の分離を維持しており，下請けとの関係でも技術や品質，ジャ
ストインタイムの納入などで親企業が下請け会社に指導を行いはするが，下請け会社が製品や工程
デザインでイニシアティブをとれるとは考えられていない。このようなネオフォーディズムの生産
システムは， しかし現行の製品開発のペースに適応できず，委託生産や製品開発などで下請け関連
を再編せざるを得ず，結局下請け会社の自律につながり， フレキシブルな専門化になっていくだろ
う， と予想している[C.F.Sabel,i id. 32ff.,37f.]・
ヘリゲルはドイツ機械工業を論じながら， フレキシブル専門化の成功をより具体的に明らかにし
ようとした。 ドイツ機械工業は80年代に，高度に変わり易い市場に結びついた競争の変化に応じ，
成功裏にフレキシビリティー，専業化，高付加価値製品の生産に行き着いた。伝統的なクラフト生
産に基礎を置いた産業が，ハイテク・クラフト生産に基礎を置いた産業に転換したのである。しか
も， ドイツ産業化の歴史において深く社会制度や政治と結びついている，自給自足的な企業と分権
的な地域を基礎にした組織と調整によって転換に成功したのである。ヘリゲルは，社会に埋め込ま
れた産業組織とそこから結果する国家と産業の境界の暖昧化を産業秩序の再考を促すもの， と強調
する[GB.,Herrigel,1989,185f.]。それらの判断を支える事実認識は以下の通りである。
雇用や産出高においてドイツ産業に占める機械工業の中心的地位，輸出依存度の高さ， 84年来の
雇用の増加，賃金の高さ，売上高に占める中小企業の割合の多さ(85年,1000人以下の企業で58%)
などは周知のことに属す。ただ注目すべきことは，ヘリゲルが60年代中頃からの日本の機械工業の
成長率を， ドイツの1.5倍，1986年の売上高をドイツの1.8倍とし日本の急速な発展を確認している
にもかかわらず， 86年の世界輸出に占めるドイツ機械工業品の割合が，アメリカの18.3％，日本の
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16％に比してドイツは22.4％であったこと，ドイツの輸出先が西ヨーロッパ先進国であるのに対し
て， 日本はアジアに特化していて， ドイツとは棲み分けができている， と見ていることである。西
ドイツの強みは，乾燥施設や，表面処理機，石炭採掘装置などのかつての機械王国が放棄した分野
で卓越していることであり， まさに， 「専門化」にあるのだ， と強調されている [Ibid.,189f・]。
80年代の競争の激化とME化にドイツ機械工業は，フレキシブルな高品質製品の生産へと特化す
ることで対応できた。 ドイツは日本のようにME化を標準品の量産に役立て，規模の経済を追求す
ることは少なく，伝統的に行われてきた高度に専門化した1品生産や小ロット生産に，熟練工を組
織化したIGメタルの支持の下，高い賃金を前提に競争力をつけようとハイテク・クラフト産業の
方向が追求されることになった。こうして日本のCNC機にはないフレキシブルなオプションをつ
けたり，精巧なモジュールデザインシステムが開発されたのである [Ibid.,191]｡
以上の背景認識のうえで，ヘリゲルはドイツの機械工業の産業秩序が自給自足的な中小企業を基
盤としていた， と展開する。既述のビドマイヤーによっても見たように， ドイツの機械工業の中小
工場では， フレキシブルに多様な要求にこたえられる熟練工と各専門作業場の集合としての工場組
織がオータルキーの源である。各作業場はそれぞれが注文を引き受け， しかも形と量を異にする部
品を生産している。製品のデザインや販売に関する管理はすべてが中央化されているが，従業員と
はパターナリスティックな関係が維持されており， また生産現場の熟練工の自律性は管理の階層性
を排除していない。このような工場の発展はオータルキーの成長以上には出ない。つまり企業は多
様な注文に答える作業場の多角的な調整をするということから,契約を外注するということがない。
したがって系列化ということもない。他方，製品を多角化し，垂直統合している大企業が熟練工の
市場を取り仕切っている。つまり地域全体の労働力の訓練を引き受けており，かつ機械設備の供給
源ともなっている大企業は，当該地方全体に与える影響のゆえにリストラや企業整理が難しい。70
年代に起こった2つの現象，大企業への集中合併，結果としての多角化，そして変化の激しい市場
の到来は，結局大企業の管理を分権化し， ローカル化することになった， という [Ibid.,194ff.]。
さて，ヘリゲルのドイツ機械工業論でバーデン・ヴュルテンベルク地域がその典型事例としてく
るのは，つぎの分権的地方を基盤にする産業秩序，の形成について論じた個所である。 ドイツの地
域産業は，産業化以前のクラフト技術というインフラストラクチャーから発達し，家族所有を基本
とした中小企業から成り立っていて， したがって資本コストは小さく， ドイツ経済発展に果たした
とされるドイツ普通銀行による資金融通の恩恵は受けずに発展していた。このような分権的な地方
産業の形成がドイツ中産階級を育むことになった。そして生産組織においては，既述の自給自足的
産業秩序とほとんど変わらなかったが， この地方分権的な産業秩序では，経営中央の管理がなく，
秩序の維持や原材料・技術の分配といった管理問題がコミュニティーの制度や関係構造に， また政
治的関係に埋め込まれていることを特徴としている。経営管理問題は次のように，シンプルな形で
あらわれる。クラフトを基盤とし，汎用機を装備した独立した中小企業が極フレキシブルで， どの
ような多様な機械類をも無限に組み立てるということであり，そこから，絶えず市場が崩落すると
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いう脅威が生み出され， したがってすべての企業に競争が行き渡ることである。しかし経営管理と
しては利潤を出さなければならない。そのため， フレキシビリティーを専門化と社会化されたリス
クへと導くチャンネルが企業間の制度や社会に作られ，そのようなチャンネルを通して，各企業は
専門化しながらも同一分野では企業間で棲み分けていくことになった。そして個々の生産者のリス
クを補償するために，産業全体に奉仕する制度が打ち立てられていった。個々の企業間での競争は
激しく，市場をめぐる他企業との交渉に入るために常にイノベーションに追われ， また技術情報の
交換と，他企業との戦略がイノベーションを可能にしていた[Ibid.,198f.]。専門化をめぐる調整に
多くの制度が打ち立てられている。自給自足の産業秩序の場合と違って，機械工業家連盟や地方の
商工会議所は， このような専門化のための交渉機会を与え，調査を行い，地方の有力者や他企業と
のコンタクトを勧めた。また。工科大学や高等専門学校が技術情報を提供することで中小企業の専
門化を促進し，州政府の基金は， これらの研究機関の応用研究を援助した。二重の職業訓練制度も
専門化と地方分権には役立っている。二重訓練制度は，手工業組織をその担い手にしたという歴史
から，注文生産の戦略を展開する中小企業にとっては熟練工の訓練コストを個々の企業において負
担せず，それを政治的に解決して公的負担にすることができた。さらにバーデン・ヴュルテンベル
ク政府は， コンサルタントサーヴィス，立地問題の解決， インフラ整備で専門化に貢献してきた
[Ibid.,201f.]・
ヘリゲルの地域産業論はT.パーソンズの4元図式のように，以上のような一連の分権的地方経
済は,企業間に存在する信頼と依存の相互関係が究極のところで支えとなっていることを強調する。
つまり専業化を受け入れ，新たなノウハウにはオープンで， しかもかつての顧客や地域の機械業者
におしまず助言するような中小企業者間の関係がある， という。しかもこの関係は，シュトットガ
ル卜周辺では，強力な労働組合の存在とコミュニティーの団結によって職場の信頼関係がきずかれ
ている， という支えがあった。小企業には，労働組合の代表による協調関係の形成はなかったが，
かわりに組合が関与する職業訓練システムによって，労働者の間に相互信頼関係が築かれていた。
職業の尊厳や生産活動への誇りが培われていたのである。さらにヴュルテンベルクには中・小規模
の産業都市が広がり，そこに地域共同体が形成されていた。伝統や経験の共有が地方へのアイデン
ティティーをはぐくみ，使用者同士が手工業職や農業の同じような家系をもっていた。それゆえに
またこの地方には持ち家が多かったのである。そして地方へのアイデンティティーが正しい行いと
か，相互義務のコードを作り上げていたのである。こうして，ヘリゲルによれば，バーデン・ヴュ
ルテンベルク地方を典型としたドイツの地方分権を基盤とする産業秩序は， もうひとつの自給自足
的な産業秩序よりもいっそう深く地域社会に埋め込まれていたのである。産業と社会の境界は企業
の境界と同じくこの地方分権的な産業秩序ではより暖昧になっていた[Ibid.,203f.]。
70年代末からの市場の変化に地方分権的な産業秩序のなかの機械工業は，固定費を変動費に代え
ることによって損益分岐点の上昇を抑えようと,仕事をサプライヤーに移行させ,ME化にかかわる
開発費用の増加を避けるために， これも各サプライヤーたちに製品開発を分担させることで費用を
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分散し， またそれが可能になるように，サプライヤーたちの装備の拡充に資本協力をしていった。
こうしてドイツ機械工業は，その存在をサプライヤーたちのネットワークに結びつけた， とヘリゲ
ルは新たな変化の方向をよりいっそうの分権化に見ている。ただしメーカー側は特定のサプライヤ
ーへの依存は避けたので，部品供給業者のほうも多様化し，そのネットワークはより広く，多様に
なって，結局，顧客とサプライヤー間と同じく，産業間の境界までもが見えなくなってきている，
と論じていくのである。上部機構も同じく変化し，機械工業会は機械のME化に関して，中小企業
を間接資金援助するプログラムを作ったし，連邦研究･技術省もME化援助プログラムを実施して
いる。ただサプライヤーのネットワークが進んでいる背後には，コンピューター支援の機械の浸透，
という事態があるのだが， これに必要な教育改革が遅れている。コンピューター教育の体系化がな
されず，各教育機関でばらばらに，重複して行われているのが現状で， この点での教育機関の反応
の遅いことが強調されている。そしてこのような遅れはありながらも，バーデン・ヴュルテンベル
クを典型とする地方分権的な産業秩序は，その将来の方向を産業がより深く社会に埋め込まれてい
くもの， と把握されたのである[Ibid.,205f.]。
以上， 1980年代末の「フレキシブル専門化」論に基づくバーデン・ヴュルテンブルク地方経済論
を詳しく紹介してきた。ケルン･シューマンの「新生産コンセプト」とともに， 「フレキシブルな専
門化」は， ドイツでもゲッチンゲン学派を中心に利用され, IGメタルのドイツ産業政策にも影響
を与えてきた。そして両者とも80年代末までの，ドイツ機械工業の成功を脱テーラー的な生産シス
テムの構想にかぶせてきた。つまり新しい脱テーラー的な生産システムは産業発達の将来の方向で
あり，大量生産システムが陥った閉塞状況一市場の変動に対する硬直性一を克服し，産業社会の新
たな発展方向を指し示すものであった。その方向への展望は，すでに見た92年のバーデン・ヴュル
テンベルク地方の不況で大きく修正されることを余儀なくされた。深刻な不況は， ドイツ機械工業
がとりつづけてきた高級注文品の受注を主体にしたニッチな市場戦略が通用しなくなってきたこと
を明らかにしたからである。そしてドイツ産業の高労務費やそれを支える横断的な賃金協約，高い
社会保障費負担の見直しばかりでなく， 「フレキシブル専門化」や「新生産コンセプト」が含むドイ
ツ的生産モデルの妥当性が問われていた。
第四章地域経済論から企業組織論へ？
ケルン・セーベルは, 80年代にはドイツ産業にとって妥当していた「新生産コンセプト」が90年
代の競争激化でもはや妥当しなくなったのかどうか， とドイツ生産モデルの問題を捉えなおしてい
る。そして80年代の自動化の進展，プロセスイノベーションばかりでなく頻繁になったモデルチェ
ンジ，それらの結果としての開発から生産開始までの期間の短縮と同期性の追及などが，当初予想
したよりも急速に多くの多様なシステムレギュレーターを生み出し，なお供給不足を示しているこ
と， 87年の職業訓練制度改革が「新生産コンセプト」に基づいて行われ，90年代に入って新しい熟
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練工を市場に供給してきていること， したがって人材面では「新生産コンセプト」はなお強く求め
られ， ドイツの競争力の障害を克服する潜在能力は上がってきているのだ， と反論している2)。そし
てこれら潜在能力の発揮を阻害している主たる原因は，伝統的に変わることなく水平方向にも垂直
方向にも維持されている職業を軸にした活動のデマーケーションの中にある， と見ている。多くの
人がドイツの最大の強みと見ている「人的資源の知的労働組織による利用」という点に関して， ド
イツモデルはもっとも弱い面を見せているのだ， と [HKern,/C.H.Sabel,1994a,606]。まず具体
的には能力発揮のブロッケードカ§ある。数的にも増大したことが確認される多様なシステムレギュ
レーターの出現に対して，既存組織がどのように統合しているかと，問題をたてれば，その統合は，
新たなジェネラリスト多能工の誕生ではなく，様ざまな職業とキャリアの持ち主のグループ作業へ
の包含であった。そして統合されたグループに対して，生産現場の外で古い組織原理に従う，様ざ
まなスペシャリストのカテゴリーを持つ機能が立ちはだかった。高いステータス，高収入，事実上
の生産指示権限そして特定の課業遂行に対するその職業上の権能のために維持されている正当性な
どで特徴づけられるスペシャリスト達には，保全工，治工具製作工，装備製造工，品質管理担当者，
生産準備担当者，班長，職長などが属していた。そしてこれらスペシャリストのカテゴリー自身は，
職業訓練上の定義でくくられた権能の束から作られていたのである。 ドイツ職業訓練ではより上手
に作る能力力§階層化の正当性となっているから，権能の束という様式は階層的地位そのものを意味
していた。このようなスペシャリストが機能している領域へ柔軟で，機能拡張を内に含む生産チー
ムが侵入していったのである。職業上の境界侵犯にスペシャリストはステータス防衛で対抗し，様
ざまなブロッケードを展開する。多くのコンフリクトが発生しているが，ただドイツのチーム労働
は，職業上の境界を乗り越えていくわけではなく，管轄を定めるような妥協が展開されている。労
組や経営協議会がスペシャリストとの対立緩和で熱心に活動している[Ibid.,612f・]・他方，新職業
訓練を修了してきた熟練工達が熟練工として使われないで死蔵されている， という事態がフオルク
スワーゲンで発生していることもブロッケードの例としてあげられている。後者の事例は，すでに
ドイツ自動車産業のこの時期の特徴として，組立工程で職業訓練修了者を使う慣行を指したもので
ありブロッケードとは直接関連しそうもないが，ケルン･セーベル論文では，そう理解されている。
ブロッケードばかりではない。スペシャリストは反撃体制に出ているという。企業トップに対する
苦情として，生産での専門的な権能の消失を強調するのに成功して，企業のほうも各専門部署の優
越性をなくそうとはしてないことを指摘している[Ibid.,614f・]。こうして，組織的なイノベーショ
ンがドイツ企業では遅れ，そのことが「新生産コンセプト」の十分な展開を妨げている， と見てい
るのである。新しい労働組織は， ドイツに伝統的な職業訓練とマイスターを職業共同体の要として
きた生産組織に対し職業境界の壁を取り払い，グループを中心に再組織化していくことで脱テーラ
ー的組織の最適なものになりうる，とケルン･セーベルは強調している。日本のキャリア形成がOJT
2） この87年の金属･電気工業職業訓練改革について詳しくは，大塚忠，『現代ドイツ労使関係システムの変容要件』
（関西大学経済・政治研究所，研究叢書。第97冊）1996の第2章を参照されたい。
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によって無駄のない，常に新たな学習を経験していくことを可能にしているが，それがドイツのよ
うに資格の束になっていかない点で,日本では技能形成は個人のためというよりは企業よりである。
それゆえに， 日本では昇進と技能形成が一致しないとか，雇用保障があるとか，企業別組合が年功
制維持を求めるとかの組織基盤のシステムが発達していることなどを言及しつつ，ケルン・セーベ
ルは， 日本方式には，学習が画一的になるとか，縦断的なまた上位の関連が無視されてしまう危険
があり，独日のシステム融合はありえても， 日本システムの採用はありえない， と脱テーラー的な
ドイツモデルの優位性を強調する[Ibid.,620f.]・ドイツ企業が取るべき方向は，脱テーラー的潜勢
力のあるドイツモデルの重心に位置する人的資源に新たな現場学習能力をつけることであり,ME
化とともに課業統合を吸収し，生産でジェネラリストの機能を果たす用意のある労働者を受け入れ
ることが可能なように，生産部門へのいっそうの自律性の付与一部品やサービスの下請け関連業者
からの購買と親企業の内外への製品の販売の自由一をなさねばならない， という。生産部門は費用
や，品質や，時間に関する最も都合のよい解決法を選択する権利を与えられるのである。スペシャ
リストの部門と生産部門の間の資格上の，ステータス上の格差は厳しく克服され，スペシャリスト
の部門の特権は廃止される｡付加価値を作り上げることのみが組織の決定的な準拠点となるだろう。
生産部門とスペシャリストの縄張り争いもなくなり，生産チームは自己学習能力を高め，訓練コス
トを下げていくだろう。こうして企業組織のすべてで各部門が自律していけば，企業内の境界は消
え，組織は分権化してついには解体するだろう[Ibid.,622f.]。このようなことが新ドイツモデルで
は可能なのだ， とケルン・セーベルは論じたのである。
以上のようにケルン・セーベルは， 93年不況で明らかになったドイツ企業の高コストとイノベー
ションの遅れを原因にする競争力の減退の構造的問題を， ドイツモデルとの関連では，大企業組織
の対応の遅れとして論じたけれども，そしてその限りでは前述の地域経済のネットワークの中に多
国籍化する大企業組織が解体していくというセーベルの推論に矛盾するわけではないが， しかし肝
心の地域経済の変貌をどう見るかはほとんど論じてない。バーデン・ヴュルテンベルクの地域経済
に言及したのは,セーベルではなく労働組合の産業政策の展開可能性を論じたケルンの論文である。
ケルンはドイツ企業の企業内分業，長い階層性，排他的権限規則そして電子工業の発展の遅れなど
からくるフレキシビリティーのなさと高コストに対して，組合の反応がもっぱら既得権益の擁護と
いう防衛的な対応に追われ，生産モデル更新といった建設的な方向を打ち出せないこと， ドイツ経
済の反応が雇用を創出できないことの2点を問題としてあげ，その解決策をバーデン・ヴュルテン
ベルク地方におけるIGメタルの産業政策をめぐる試みの中に見ていこうとしているのである。そ
の際，大量失業の存在が産業の構造的競争力の弱さによること，その競争力減退の原因が， 自動車
と機械の2大産業に産業が集中していること，それらと古典的なドイツ生産モデル（クラフトモデ
ル） とが結合していることにあると把握されていることは，すでに80年代末のセーベルやヘリゲル
の地域経済論とは違っている[H.Kern,1994,37]。ケルンの把握でも，こ 地域は90年代に入って
も古典的な生産モデル地域であり，新しくはなっていないからである。だから競争力にかげりが出
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た。その対策として，官民を挙げた経済・政治・社会の総力によってバーデン・ヴユルテンブルク
地方の競争力の回復を実現する試みに，防衛的な労組が高コスト構造やフレキシビリティーのなさ
を認め，将来の生産システムを見据えながら， イノベーションと，労使コミュニケーションの促進
のために製品開発や作業組織改善で新たな共同の道を探っていることをケルンは高く評価したので
ある[Ibid.,48f.]･ケルンとしては，一向に進展しない生産組織の改善のイニシアチブを組合の産業
政策に求めた[Ibid.,51f.],と理解することができる。
ケルンとセーベルは， 94年5月にニーダーザクセン州政府の委託でフォルクスワーケンのトップ
マネージメント20人のインタヴューを行っているが，そこで明らかにされていることは，製品開発
チームと生産ラインとの協力関係のなさであり，改善活動の少ないことであり， また学習効果の浸
透しないことであり，内外の部品製造部門での競争とコスト削減努力の少ないことであった。機能
横断性や，現場志向，分権化や柔軟戦略，ベンチマークや顧客原則などはトップマネージメントに
とって大きな改革圧力となってはいたが，組織の中に浸透しているとはいえなかった。製品開発と
ラインの同時的エンジニアリングは下部では疑われていた。改善には促進者と分断に対する懐疑者
の両方がいた。内外に工場を開放することは，旧来型の従業員の利益代表にそぐわず， したがって
従業員に不安を与えたばかりか，二重の集団的労使交渉機構に障害を持ち込んだ。こうしてフォル
クスワーゲンでの組織改革ｶﾇ進展を妨げられていることを明らかにしている[H.Kern/C.HSabel,
1994b]。つまりセーベルも含めて，ゲッチンゲン学派の基本的論点は，すでに紹介したように80年
代に「フレキシブル専門化」や「分業の終焉」・「新生産コンセプト」に基づく生産システムの転換
が起こって，バーデン・ヴュルテンブルクを典型にドイツの地域経済は生産システムの将来を指し
示すものになっていたのかどうかについては不問にしつつ， 90年代に入って人的資源の面から見れ
ば生産システムは明らかに変わりつつあるが，組織的にその転換を阻むものがあって，それゆえ組
織改革が急を要しているという言い方になっていたのである。もっとも，セーベルやヘリゲルの地
域経済論が割こまなければ，今まで紹介してきたように，ゲッチンゲン学派の強調点は一貫してシ
ステムレギュレーターの増加傾向であり，それに対応した自律化と分権化の進展，労使関係の一定
の変更の確認であったかもしれない。しかしゲッチンゲン学派の論調が，そのような変化への歩み
が， 90年代中ごろからは大幅に遅れているばかりか，後退現象をも示し始めている，という論調に
次第に変わっていくのは， 93年の不況を契機にしてからである。たとえば，92年からのバーデン・
ヴュルテンベルクの不況の原因調査をおこなった「2000年の経済将来構想委員会」の少数派報告と
同じくベルリン中央研究所(WZB)のユルゲンス･ナショールドは，国際的に見て生産性とイノベ
ーションのダイナミズムの不足を不況の原因とし，その解決のためにドイツの職業訓練制度や労使
関係，そして公平感までも含む「基礎的な制度」の転換をもとめた。その彼らの「失われた80年代」
[U.Jiirgens/F.Naschold,1994,3,6]という表現を，シューマンたちは80年代を危機克服のため
には間違った10年だったと捉え返し，現状維持を非生産的で，構造破壊のみがありうる解決として
提起されたものと了承しつつ， 「新生産コンセプト｣が方針として正しかったばかりでなく，それと
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連続しつつ90年代の生産とイノベーションのスピードアップに対応できる「新たな生産モデル」－
「構造革新的グループ労働」－と二重職業訓練システムの発展（デマーケーションの廃止，生産チ
ームへの統合）を提起し，それらの現実化を求めていた[M.Schumann/V.Beathge-Kinsky/M.
Kuhlmann/C.Kurz/U.Neumann,1994b,410f.]。「新生産コンセプト」は「構造革新的グループ労
働」に発展解消していたのである。シューマンたちの論文は， 「ケルン･セーベルはたしかに今日出
現してきている改革にちなんで， これまで実施されてきた脱テーラー化への修正を強調し，それゆ
えに“新しい”生産モデルを求めた」 [Ibid.]と，述べているから，セーベルの「フレキシブル専門
化」も発展解消はしないでも変容はしているとみれるが，それについてはわからない。地域の制度
の中で様ざまな規制を受けている中小企業のネットワークの中に自律的な生産システムが溶け込ん
でいく， という構想がセーベルとヘリゲルの地域経済論にはあったから，強調点を移したのみでフ
レキシブル専門化の概念の変容はないのかもしれない。
第五章地域経済論批判の論点
バーデン・ヴュルテンベルク地域経済の危機は，機械と自動車というドイツの基軸産業の危機で
もあった。それゆえにバーデン・ヴュルテンベルク「将来構想委員会」の少数派報告の立場に立っ
て， ドイツ産業が抱える構造危機として捉え，その克服の方向を探ろうというナショールドやブラ
チクの改革の方向は， ドイツモデルといわれる基本的制度自体の改革を展望することになった。ナ
ショールドは，バーデン・ヴュルテンベルク地域経済には多様な革新的生産やフレキシブル専門化
が生産過程の特徴だったわけではなく， この地域の産業はまさにテーラー的労働構造から成り立っ
ていた， と他地域に比較して相対的にめだって多いことがわかった不・半熟練工の存在を理由に断
定していた[F.Naschold,1996,188]・ナショールドによれば，ニッチな市場での顧客の注文に基
づく高級品に特化していたドイツ機械工業には，生産者統治はあっても顧客志向ということはなか
った。そして専門や機能上の職務範囲内で最適化をしてしまう， という‘オーバーエンジニアーリン
グ'の傾向があり，かつそれらに加えて業種内の， また事業所間のコミュニケーションや協力， とり
わけ業種間の－例えば，工作機の製造工場と電子機器製造業者の間の－コミュニケーションや協力
が欠けていた。自動車は， 80年代には不安はなかった。構造上の問題は明白だったが，アメリカ市
場からヨーロッパに市場を振り向けたり，高級化でしのぎ，量産化にはフレキシブルな自動化で対
応した。ただ生産量の変動へのフレキシビリティーの実現は多大な費用を必要とさせ， このような
方向を取ったつけが90年代には回ってきた。2つの点で遅れが目立っていた。まず，品質維持の必
要から， ドイツの自動車工場は最終組立工程で，巨大な手直しと事後改良の領域を持っていた。す
でにドイツのQcサークルに関する別稿でも見たように品質管理と労働は別々の管理領域であり，
したがって高品質を望めば，手直しが増えコストは高くなった3)。生産現場の考えも，ベルトコンベ
3）大塚忠，「ドイツ労使関係の変容要件(1)」（関西大学『経済論集』，第48巻2号，所収)，第二章第一節参照。
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アー労働は外国人で，保守は専門工という考えから抜け出なかった。実行活動は自動化でなくなっ
ていくものと考えられていたので， この実行活動に品質責任を持たせることは， 日常の感覚にあわ
なかった。 トヨタ生産方式のアンドンだとか,Qcサークルのサポート体制をつくるTQCの考えは
90年代はじめになってもなかった。顧客志向の生産体制自体が多くの抵抗にあっていた。こうして
コスト低減が必須となった90年代に，本格的にゼロデイフェクトやTQCが導入されてもなお多く
の抵抗が行われている， というのが実状なのである。第二は， これもすでに別稿で確認したチーム
労働の少なさである4)。90年代にはいってもチーム労働はオペルやフォルクスワーゲンではまだ概
念の検討の段階であり， 90年代中頃にベンツで実施の傾向がみられたに過ぎない。労働の人間化に
関連してさまざまなグループ労働が試みられたことは分かっているが，技術的な要請が優先され，
高度技術にどう組織を合わせるかが課題であった。そして90年代のチーム労働による労働の近代化
が，具体化の方法があいまいなままで展開された。日本のチーム労働に関する知識はわづかであっ
た。加えて生産性に関する社会的次元で変化が起こることに労使ともあえてとりかかろうとはしな
かった。それゆえ，垂直的分業も再編成が後れ，マーケットの求める開発期間の短縮に乗り切れな
かった[U.Jiirgens/F.Naschold,1994,3,9f.,11 f.]･
ナショールドは以上のような対応の遅れをもって， 「失われた80年代｣と表現したのであるが，そ
の遅れを取り戻すのに障害となる3つのジレンマをドイツは抱えている， という。まず，専門の訓
練と職業に関して基本的な制度があることである。この制度によってたしかに仕事への誇りとか，
専門工から技師，技術者までの技能資格の重複や絡み合いがあり，そのことが高度技術のコンセプ
トの転換に国際的に見てドイツはうまく対応することを可能にした。ただ実行活動の領域はこのよ
うな技能資格のレールとは切りはなされていたために，二重システムの上に築かれた専門知が，品
質とか，効率とか，効果を上げるために生産過程の最適化に最大限に利用されるなどということは
なかった。むしろ専門知は使われないで死蔵される事が多く， また事業所内でのフレキシビリティ
ーの要求，企業特殊技能の増大などと抵触する事が多かった。すでに前稿でも見たように， これら
専門工の低価値職場への配置はフラストレーションと不満の源泉であったし，彼らの欠勤や異動は
半熟練工のとは明らかに異なったものであった5)。また専門工の知識は職業専門知識であるがゆえ
に，開発期間の短縮で求められるコミュニケーションや職務統合のような構造変化にはむしろ障害
となる事が多かった。そしてこれらのジレンマの解決は原因が基礎的な制度に根ざしているがゆえ
に，容易ではなかった。第二は，共同決定制である。とりわけ，能率規制の方法と基準，標準能率
のコンセプトに関しては，経営協議会が共同決定権を持っていた。 ドイツにおける横断的な職階制
を定めた賃金の枠組み協定と,労働科学の方法の開発や作業研究のエキスパートを育成する"REFA
システム”によって，科学的な標準労働の設定というテーラー的能率の要求には常に労働組合や経
－
大塚忠， 「ドイツ的生産モデルとグループ労働｣，第二章第五節参照。
大塚忠，同上， 「ドイツ労使関係の変容要件(1)｣10,「ドイツ的生産システムとグループ労働｣,28-29,35-36･
大塚忠， 「横断的交渉機構から『経営に近い』交渉機構へ」 （旧本労働研究雑誌』1994年7月号）参照。
4）
5）
6）
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営協議会のチェックが入り，労働側の要求とのバランス維持がおこなわれたのでこのシステムはき
わめて複雑なものになっていた6)。そして90年代の組織の分権化，現場責任の増加，チーム労働の展
開などは，能率規制の面でも以上のような複雑な規制を取り除き，分権化する事を必要とさせた。
チームが自分で能率規制する事もありえた。しかしそこまでいくと影響力喪失を恐れて，監督者や
経営協議会が規制に入った。企業組織の分権化の一方で，分権単位間でベンチマークをとって競争
させる事が経営によって行われた。これによってチームの団結が崩れるという事態が生ずるばかり
でなく，企業にとっても，能率と労働意欲や学習意欲をあげる必要との間のバランスを取るといっ
たジレンマが出てきている。第三は改善活動である。 ドイツでは改善は，キャリア開発につながる
といった改善活動の持つダイナミズムは認められておらず， もっぱら自分の職場を過剰にする面の
みが強調されている。したがって,Qcサークルも改善活動も導入はされても根付かなかった。こう
して時間という要因が重要になってくることで解決を迫られている3つのジレンマを克服する方策
として，ナショールドは高度に合意がなりたっていて， コーポラテイズムの基礎の上に出来上ｶﾇっ
ているドイツの基盤制度，つまり，職業訓練制度と，二重の労使関係と公平感が転換されなければ
ならないことを論じたのである[F.Naschold,1996,196ff.]・
ナショールドの「失われた80年代」は，バーデン・ヴュルテンベルク地域経済の危機を，構造的
危機ととらえ，それをドイツの基軸産業の構造危機論へと一般化したものであったが，バーデン・
ヴュルテンベルクの技術成果の鑑定を本業とするブラチク達のバーデン・ヴュルテンブルク地域経
済論は，セーベル，ヘリゲルの「フレキシブル専門化」を軸とした地域経済に依拠して現状維持を
続けるのではなく，構造変革を「リーン生産」の方向で展開すべきだと論じたものである。 「フレキ
シブル専門化」地域経済論を支えるいくつかの重要な論点で，バーデン・ヴュルテンベルクに該当
しない， もしくは他地方とあまりちがわないことが明らかにされている。たとえば，小企業の優越
と中産層の役割は,従業員500人以下の加工産業小企業に就労する従業員は51%で全ドイツの53%を
下回り， したｶﾖって小企業がことさら優越していたわけではない。しかもバーデン・ヴュルテンベ
ルクでは，産業の中核的役割をなした中産層は1000人以上企業を“シュヴェーピッシユ中産層”と
いう慣わしであった。企業間協力とコミュニケーションはどうかというと，各専門業者が縄張りを
守って自己の専門でイノベーションを繰り広げるために， ドイツ機械工業家連盟も，同業者も異業
者も技術情報の交換に協力した， というのはそれほど著しい現象ではなかった， という7)。同業者問
7）バーデン・ヴュルテンベルクと同じような機械工業を中心とした生産集積地である東京，大田区や大阪，東大阪
の地域経済の90年代の中ごろの状況はME化には成功しながら，後継者問題と円高，不況で地域経済としての基
盤が揺らいでいるという点では条件は違うが，生産集積地としての情報交換のメリットが｢フレキシブル専門化」
論がいうほどには全面的に発達したわけではない点で似たところがある。特に，各中小企業が専業特化して棲み
分けている様子や，同業者間での仕事の分け合いなどの協力は見られるものの，技術情報を同業者ばかりか，異
業者間でも交換し合ったりすることはそれほど進んでなく，今後のIT革命の取り組み如何による，と推測できる
ことなど製品開発から生産技術まで含むようなネットワークの形成はそう簡単ではない， と考えたほうがよさそ
うである[関満博， 1993，3章， 1995，第2章，1997，第4章，中小企業白書，平成8年版，第2部，植田浩
史，川端望ほか， 「東大阪の中小製造業に関する実態調査」の集計結果について， 1996]。
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の協力は，機械工業家連盟の強化策にもかかわらず世界市場での競争が協力を妨げていた。研究・
開発は中堅企業はほとんど自前でやっていた。同業者同士の協力があっても契約上であって， イン
テンシヴな情報交換はなかった。垂直的な協力にいたっては，大企業の主導で自動車とエレクトロ
ニクス間でみられ， また機械加工と， 自動車，エレクトロニクスの間でも見られたが，それほど強
力とはいえず， また，地域経済に埋め込まれていたともいえなかった。ベンツやボッシュの部品で
バーデン・ヴュルテンベルクの下請け企業が生産しているのは70％程度であった[H.J.Braczyk,
G.Schienstock,G・Steffensen,1996,32f.]。このように，セーベル，ヘリゲルの地域経済論を構成
する主要命題が次々と修正されている。中産層論は成り立たず，業種間協力はそれほど広くも深く
もなかった。大企業の下請け関連企業がほとんど地域経済に埋め込まれているわけでもなかった。
業界団体や公的機関の援助はというと，機械工業家連盟や商工会議所の情報提供やコンサルタント
機能は十分といっていいほどであり，貯蓄金庫や国民銀行のような銀行による資金融通もそうだっ
たが， これらの援助が他地方と比してバーデン・ヴュルテンベルクでとくに目立っていたわけでは
なかった。高等専門学校と，職業単科大学の数に関しては， 92年にこの地域はドイツ全体の3割弱
を占め，生徒数は12.7％と少なかったから，比較的少人数の生徒で専門別に地域に分散して，事業
所の利害に役立つように配慮が効いていた。またシュタインバイス基金が実務志向の高等専門学校
との協力を促し，多くの技術や組織に関するプロジェクトを実行させた。こうして州政府の中小企
業振興策も含めて，産業政策や基金の役割は大きかったのだが，それらがどれほど他地方の政策と
異なって，著しい成果を上げたかどうかについてははっきりしない， というのがブラチク達の調査
結果である｢Ibid.,35f.｣。社会関係はどうかというと，賃金の高さや，平均所得の高さなどの前提は
80年代に崩れ始め，実質賃金の両極化傾向，横断賃金の空洞化と企業内規制の発達が指摘されてい
た。かといってへりゲルのいうように労働組合の規制力が大企業のみになったわけではなく，バー
デン･ヴュルテンベルクでは中小企業にもIGメタルの影響は及んでいた。労働力の柔軟性の程度は
どうかというと，職業訓練にちなんだ教育・訓練には他地域との違いははっきりしなかったが，加
工業種での訓練が多いことは認められた。また職業単科大学出身者が多いことも認められたが，エ
ンジニアー専攻は92年に他州がアビテュアー取得者の25％ほどを占めるのに対して，18.6％で少な
くベルリンのような都市部とあまり変わらなかった。熟練労働者の数は， 1989年に44.5％でドイツ
平均48％より少なく，加工業種では，42％でもっと少なく，この地域の外国人（公的職業訓練を受
けていない）の多さを物語っていた。そして他方で，自動車産業では，熟練工の多くがその技能を
利用されずに死蔵されていたのである。バーデン・ヴュルテンベルクの事業所内継続訓練の実施に
関する調査（93年）では，不・半熟練工の訓練はきわめて貧しかった。そしてこのような調査結果
から，ブラチク達はバーデン・ヴュルテンベルクの大部分の従業者はこれまでフォード的な生産コ
ンセプトによって配置されてきたのだ， と述べている。理由は4点からなる。第一には，バーデン・
ヴュルテンベルクの機械工業の技術戦略が，一貫して自動化と生産制御策としてのCIMコンセプ
トの追及だったことによる。第二には，中堅企業の統治機構が大企業を模範とした不釣合いなほど
77
関西大学「経済論集j第50巻第2号(2000年9月）l42
革新阻害的な官僚機構だったことである。第三に，機械工業調査でわかったことは，職場レベルま
で階層的なコントロールが行き届き， したがって現場の意思決定はきわめて限定されていたことで
ある。第四に，小企業にはパターナリズムが支配的で，意思決定は企業トップにあったことである。
そしてこれらから， フレキシブル専門化の典型としてのバーデン・ヴュルテンベルク地域経済論は
支持されない[Ibid.,40ff.]･バーデン・ヴュルテンベルク地域経済はフォード主義的な生産システ
ムと非フォード主義的なそれが混在したもの， というのが正当だとブラチクは結んでいるが，バー
デン・ヴュルテンベルクの構造危機との関連では市場の変化に対する転換を遅らす4つの封鎖がか
らんでいたことを，指摘している。機能連関では， 3つの産業の連結が強すぎて，一部産業の影響
が全地域に及んでしまうこと，認知連関では，ニッチ市場への移行に成功したと思い込んで，価格
競争に迫られたり， 日本の競争にさらされている事に気づくのが遅かったこと－80年代に気づいて
て包括的な対応に成功したのは10社もなかった一，技術的連関では，シュヴァーベンの気難し屋に
象徴化されているテクノロジーモデルがオーバーエンジニアーであり，値段が高すぎること，そし
て政策関連では，州政府が3大産業内での近代化に産業政策を限定したために，先端技術の開発が
遅れたこと， これらがバーデン・ヴュルテンベルクの地域経済をして「失われた80年代」にしてし
まったのだ， とブラチクはいう8)。改革の方向は，最近のセーベルが唱える，労働組織，調整機構，
事業所間関係のすべての当事者たちのリストラでは十分ではないという。ナショールドと同じよう
に，ブラチク達も職業訓練制度，労使関係システムのような基盤的な制度の変革を不可欠とするの
である [Ibid.,47f.]・
ブラチクによれば，ブラチク自身94年のセーベル，ヘリゲルのバーデン・ヴュルテンベルク調査
に参加して，彼らとの討論や一次資料の提供にあったことが， コーポレートガバナンスとしての調
整と制御モデルの転換をリーンなプロセスに見ていくという方向を確かめることを可能としたとあ
るが，セーベル，ヘリゲルともその調査結果については明らかにしてないという趣旨のことも書い
ている [Ibid.,8]。セーベルは94年末に，「フレキシブルな経済」の再建と運営がすべての階層を根
絶し，公共部門と企業と労働組合の関係を再編成する， との構想の下，その再編成が複雑で，当事
者が結果を特定できないような部分的な改革の連続的なステップを「bootstrapping」と呼ぶことに
よって， 「フレキシブルな経済」に至る道筋を描こうとしている。しかし， ここではバーデン･ヴュ
ルテンベルク地域経済はクラフトの伝統の下に，労使協力の新しい形が発展している例としてはで
てくるのだが，もはや中小企業のケースとしてではなく，すでにケルンとの共同論文で見たように，
大企業の組織の柔軟化とそれへの障害の問題を抱えたケースとして，そして階層が平板になるにつ
れて，産業や組織の境界があいまい化していく例として登場するのみである。クラフトモデルの専
門化が専門を超えた統合の要求に障害となる， とかマネージャーやスタッフ達の境界の統合への抵
8）バーデン・ヴュルテンベルクの機械工業について， コークのあげる4つの弱点，納期の長さ，完壁主義とオーバ
ーエンジニアーリング，高度専門化とコミュニケーションのなさ， イノベーション投資の減少は，最後の点を除
けば，かつて80年代にはこの地域経済の特徴とされていたものであった[CookP.,1996 61]。
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抗があるが， リストラは避けられない方向である， とされている。企業ばかりでなく，地方行政に
よる技術を中心にした企業サービスの強調や，労働組合の中央とローカルの対立と，経営参加して
いくローカルの自立傾向などが当事者のリストラとして論じられているが，特に地域経済論として
新しい展開はない[C.F.Sabel,1994,3f.,12ff.,21ff.,45ff.]。そのあと(97年）の，市場とヒエラ
ルキーのほかに，信頼関係に基づく 「constitutionalorder」があるとして，顧客一サプライヤーの
長期取引関係，地域と中小企業のネットワーク，経済開発のサービスをする公共機関，アジアの新
興工業国の例に見る棲み分け的な発達と国家も含む集団的な産業組織などを論じたものでは，セー
ベルはもはやバーデン･ヴュルテンベルクを事例として出すことはしてない[C.F.Sabel,1997,154,
164ff.]。こうしてみると，セーベルの論点はフレキシブル専門化論に基づいて直接的に中小企業の
地域経済の将来展望を論ずることから，ケルンとの共同論文を契機に大企業組織のフレキシビリテ
ィーの増大と地域経済への埋め込みの可能性の強調へと移動した，と見てもよさそうである。だが，
ブラチク達のバーデン・ヴュルテンベルク地域経済の構造危機の認識はセーベルやヘリゲルの地域
経済論を批判するばかりでなく，すでに見たように，ゲッチンゲン学派の「新生産コンセプト」や
生産システムの脱テーラー化の浸透といった理解にも強い疑問を投げかけた。競争力回復のための
方策としては， ドイツモデルそれ自体の変更と， リーン生産方式の採用を強く訴えるものであった。
そして事実ドイツ自動車産業では, 90年代中旬以降，自動車組立工程に再びベルトコンベアーがし
かれ， タクトタイムは短くなり，グループの自律性は制限されるといった｢フォード主義への復帰」
現象が見られるようになった。シューマン達にはこれは，テーラーシステムへの後戻りとして移っ
たが，ブラチク達にとっては， フォード主義のリーン生産への転換にすぎなかった。以下，稿を改
めて論ずることにしよう。
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